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令和６年１２月日光市議会定例会議案 

 

 

 

 

 

 

日光市 

 

 



番　　　号 件　　　　　　　　　　　　名

報告第１２号
市長の専決処分事項の報告について
[損害賠償の額の決定及び和解]

議案第１２９号
市長の専決処分事項の承認について
[令和６年度（2024年度）日光市一般会計補正予算（第３号）]

議案第１３０号 人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて

議案第１３１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて

議案第１３２号 人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて

議案第１３３号 人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて

議案第１３４号
刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例
の制定について

議案第１３５号
日光市立学校設置条例及び日光市スクールバス運行条例の一部を改正す
る条例の制定について

議案第１３６号 日光市奨学金貸付条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１３７号 日光市立奥日光診療所条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１３８号 日光市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１３９号 日光市工場等立地条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１４０号 日光市地域医療整備基金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１４１号
日光市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技
術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第１４２号

日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例及び日
光市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援
等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める
条例の一部を改正する条例の制定について

令和６年１２月日光市議会定例会付議事件表
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番　　　号 件　　　　　　　　　　　　名

議案第１４３号
日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

議案第１４４号
日光市繁殖牛集中管理センター条例の一部を改正する条例の制定につい
て

議案第１４５号 日光市今市文化会館指定管理者の指定期間の変更について

議案第１４６号 日光市民活動支援センターの指定管理者の指定について

議案第１４７号
日光市立奥日光診療所及び日光市立小来川診療所の指定管理者の指定に
ついて

議案第１４８号 日光市西川運動場の指定管理者の指定について

議案第１４９号
日光市営浴場「川治温泉薬師の湯」及び日光市川治温泉薬師の湯キャン
プ場の指定管理者の指定について

議案第１５０号 日光市湯の郷湯西川観光センターの指定管理者の指定について

議案第１５１号 日光市足尾環境学習センターの指定管理者の指定について

議案第１５２号
日光市休養施設国民宿舎「かじか荘」及び日光市銀山平公園の指定管理
者の指定について

議案第１５３号
工事請負契約の締結について
[日光市クリーンセンター長寿命化工事]

議案第１５４号
財産の無償譲渡について
[旧赤倉集会所]

議案第１５５号
市道路線の廃止について
[明神上組２号線]

議案第１５６号
市道路線の変更について
[明神中居線]

議案第１５７号
市道路線の変更について
[間畑～宮ノ下線]

議案第１５８号
市道路線の認定について
[明神中居２号線]

議案第１５９号
市道路線の認定について
[根室５号線]

議案第１６０号
市道路線の認定について
[沢又～矢野口線]
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番　　　号 件　　　　　　　　　　　　名

議案第１６１号 令和６年度（2024年度）日光市一般会計補正予算（第４号）について

議案第１６２号
令和６年度（2024年度）日光市水道事業会計補正予算（第１号）につい
て

議案第１６３号
令和６年度（2024年度）日光市下水道事業会計補正予算（第２号）につ
いて
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 報告第１２号 

 

市長の専決処分事項の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において

指定されている事項について、別紙のとおり専決処分をしたので、同条第２項の規定によ

り報告する。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   
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 専決第１４号 

 

専 決 処 分 書 

 

 柄倉地内で発生した自動車損傷事故に係る損害賠償の額の決定及び和解については、地

方自治法第１８０条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年(2024 年)１０月２８日  専決処分 

 

日光市長 粉 川 昭 一  

 

１ 事故発生日時  令和５年６月２７日 午前８時５０分頃 

２ 発 生 場 所  市道日光江戸村線（柄倉地内） 

３ 相 手 方 

（車両所有者） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

          ＊＊＊＊＊ 

    （運転者） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

          ＊＊＊＊＊ 

４ 和 解 内 容 

（1） 市は損害額を負担すること。 

（2） 損害賠償金は示談成立後速やかに支払うこと。 

（3） 本件事故に関し、今後いかなる事情が発生しても、双方とも異議の申し立てをしな

いこと。 

５ 損 害 賠 償 額  １９５，６２７円 
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 専決第１５号 

 

専 決 処 分 書 

 

 土沢地内で発生した自動車損傷事故に係る損害賠償の額の決定及び和解については、地

方自治法第１８０条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和６年(2024 年)１１月８日  専決処分 

 

日光市長 粉 川 昭 一  

 

１ 事故発生日時  令和６年１０月２０日 午後１時頃 

２ 発 生 場 所  市道森友～上板橋線（土沢地内） 

３ 相 手 方    ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊ 

４ 和 解 内 容 

（1） 市は損害額を負担すること。 

（2） 損害賠償金は示談成立後速やかに支払うこと。 

（3） 本件事故に関し、今後いかなる事情が発生しても、双方とも異議の申し立てをしな

いこと。 

５ 損 害 賠 償 額  ４，６２０円 
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議案第１２９号 

 

市長の専決処分事項の承認について 

 

令和６年度（2024 年度）日光市一般会計補正予算（第３号）については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき専決処分をしたので、同条第３

項の規定により議会の承認を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

専決第１３号 

 

専 決 処 分 書 

 

令和６年度（2024 年度）日光市一般会計補正予算（第３号）については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

 

令和６年（2024 年）１０月９日 専決処分 

 

                日光市長 粉 川 昭 一   



議案第１３０号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについては、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                             日光市長 粉 川 昭 一   

 

  住  所  日光市藤原２９１番地 

  氏  名  星 一 成 

  生年月日  昭和３６年（1961 年）１月６日 



議案第１３１号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについては、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                             日光市長 粉 川 昭 一   

 

 住  所  日光市久次良町７２番地１ 

 氏  名  関 口 善 教 

 生年月日  昭和２９年（1954 年）１月８日 

 



議案第１３２号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについては、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

              日光市長 粉 川 昭 一   

 

住    所    日光市日向７４１番地 

氏    名    中 山 岳 彦 

    生年月日    昭和３９年（1964 年）３月２６日 

 

 

 



議案第１３３号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについては、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                             日光市長 粉 川 昭 一   

 

住    所   日光市木和田島１３６５番地２６ 

    氏    名   白 土 美 代 子  

    生年月日    昭和２９年（1954 年）４月１３日 
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   議案第１３４号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する 

条例の制定について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次 

のとおり制定するものとする。 

 

令和６年（2024年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する 

条例 

 

（日光市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 日光市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年日光市条例第４９

号）の一部を次のように改正する。 

第１７条の２第３号及び第４号並びに第１７条の３第１項第１号及び第３

項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （日光市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正） 

第２条 日光市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１８

年日光市条例第７０号）の一部を次のように改正する。 

第５条第４号イ中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （日光市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第３条 日光市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成１８年

日光市条例第２７８号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （日光市個人情報保護審議会条例の一部改正） 

第４条 日光市個人情報保護審議会条例（令和５年日光市条例第３号）の一部を



2 

次のように改正する。 

第１２条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以

下「刑法等一部改正法」という。）の施行の日から施行する。 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

第２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例

によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の

条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に

定める刑に刑法等一部改正法第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法

律第４５号。以下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲

役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、

旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。

以下この項において同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘

留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその

刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じく

する拘留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

第３条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前

の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止

前の条例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘

禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処

せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

 （日光市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係

法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施行前

に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされ
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た者は、第１条の規定による改正後の日光市一般職の職員の給与に関する条例

第１７条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る

部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起

訴をされた者とみなす。 

 （経過措置の規則への委任） 

第５条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な経過措置は、規則で定める。 
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議案第１３５号 

 

   日光市立学校設置条例及び日光市スクールバス運行条例の一部を改正する条例 

   の制定について 

 

日光市立学校設置条例及び日光市スクールバス運行条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定するものとする。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市立学校設置条例及び日光市スクールバス運行条例の一部を改正する条例 

 

 （日光市立学校設置条例の一部改正） 

第１条 日光市立学校設置条例（平成１８年日光市条例第８９号）の一部を次のように改 

 正する。 

  別表第１日光市立小来川小学校の項を削る。 

 別表第２日光市立日光中学校の項中「日光市久次良町２０９６番地１」を「日光市七 

里１０２０番地」に改め、同表日光市立東中学校の項及び日光市立小来川中学校の項を 

削る。 

（日光市スクールバス運行条例の一部改正） 

第２条 日光市スクールバス運行条例（平成１８年日光市条例第９５号）の一部を次のよ 

 うに改正する。 

 別表日光市立大桑小学校の項の前に次のように加える。 

日光市立今市第三小学校 山久保地区、南小来川地区、宮小来川地区、東小来川

地区、中小来川地区、西小来川地区及び滝ヶ原地区から

通学する児童 

 別表日光市立日光小学校の項中「、野口地区、和泉地区及び山久保地区」を「及び野 

口地区」に改め、同表日光市立小来川小学校の項を削り、同表中「 
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日光市立東中学校 七里地区、野口地区、和泉地区及び山久保地区から通

学する生徒 

日光市立小来川中学校 滝ヶ原地区内から通学する生徒 

 」を「 

日光市立東原中学校 山久保地区、南小来川地区、宮小来川地区、東小来川

地区、中小来川地区、西小来川地区及び滝ヶ原地区から

通学する生徒 

日光市立日光中学校 七里地区及び野口地区から通学する生徒 

 」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

議案第１３６号 

 

       日光市奨学金貸付条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市奨学金貸付条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 

日光市奨学金貸付条例（平成１８年日光市条例第９７号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２号中「大学若しくは高等専門学校又はこれらと同等の学校」を「高等専門学

校、短期大学、大学又は専修学校（専門課程に限る。）」に改める。 

第９条中「その者の経済的事情等を勘案して特に必要と認める者に対して」を「当該事

情が継続している間」に改め、同条第１号を次のように改める。 

(１) 転学、転校又は上級の学校への進学により在学しているとき。 

第９条に次の１号を加える。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が特別な事情があると認めるとき。 

別表中「若しくはこれと同等の学校」を削り、「大学又はこれと同等の学校に在学して

いる者」を「短期大学、大学又は専修学校（専門課程に限る。）に在学している者」に改

める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

議案第１３７号 

 

日光市立奥日光診療所条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市立奥日光診療所条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市立奥日光診療所条例の一部を改正する条例 

  

日光市立奥日光診療所条例（平成１８年日光市条例第１５６号）の一部を次のように改

正する。 

 第７条第１項第１号中「日曜日」を「土曜日及び日曜日」に改める。 

 第８条第１項第１号中「、木曜日」を削り、同項第２号中「土曜日」を「木曜日」に改

める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１３８号 

 

日光市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和６年（2024年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

日光市道路占用料徴収条例（平成１８年条例第２６５号）の一部を次のように改正する。 

 別表中備考以外の部分を次のように改める。 

占用物件 単位 占用料 

法第３２条

第１項第１

号に掲げる

工作物 

  円

第１種電柱 １本につき１年 ４８０

第２種電柱 ７３０

第３種電柱 ９９０

第１種電話柱 ４３０

第２種電話柱 ６８０

第３種電話柱 ９４０

その他の柱類 ４３

共架電線その他上空に設ける線

類 

長さ１メートルに

つき１年 

４

地下に設ける電線その他の線類 ３

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ４２０

地下に設ける変圧器 占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

２６０

変圧塔その他これに類するもの

及び公衆電話所 

１個につき１年 ８５０
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郵便差出箱及び信書便差出箱 ３６０

広告塔 表 示 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

８７０

その他のもの 占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

８５０

法第３２条

第１項第２

号に掲げる

物件 

外径が０．０７メートル未満の

もの 

長さ１メートルに

つき１年 

１８

外径が０．０７メートル以上０．

１メートル未満のもの 

２６

外径が０．１メートル以上０．

１５メートル未満のもの 

３８

外径が０．１５メートル以上０．

２メートル未満のもの 

５１

外径が０．２メートル以上０．

３メートル未満のもの 

７７

外径が０．３メートル以上０．

４メートル未満のもの 

１００

外径が０．４メートル以上０．

７メートル未満のもの 

１８０

外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの 

２６０

外径が１メートル以上のもの ５１０

法第３２条

第１項第３

号に掲げる

施設 

自動運行

補助施設 

法第２

条第２

項第５

号に規

定する

自動運

行装置

による

検知の

対象と

地下に設ける

もの 

長さ１メートルに

つき１年 

３

その他のもの ９
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して設

置する

導線そ

の他の

線類 

道路の構造又は交通の

状況を表示する標示柱

その他の柱類 

１本につき１年 ６８０

その他

のもの 

上空に設ける

もの 

占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

４３０

地下に設ける

もの 

２６０

その他のもの ８５０

法第３２条第１項第４号に掲げる施設 占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

８５０

法第３２条

第１項第５

号に掲げる

施設 

地下街及

び地下室 

階数が１のもの Ａに０．００４を乗じて

得た額 

階数が２のもの Ａに０．００６を乗じて

得た額 

階数が３以上のもの Ａに０．００７を乗じて

得た額 

上空に設ける通路 ４３０

地下に設ける通路 ２６０

その他のもの ８５０

法第３２条

第１項第６

号に掲げる

施設 

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの 

占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

日 

９

その他のもの 占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

月 

８７

道路法施行

令（昭和２

７年政令第

４７９号。

以下「令」

看板

（アーチ

であるも

のを除

く。） 

一時的に設けるもの 表 示 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

月 

８７

その他のもの 表 示 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

８７０



4 

という。）

第７条第１

号に掲げる

物件 

年 

標識 １本につき１年 ６８０

旗ざお １本につき１月 ８７

幕（令第

７条第４

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。） 

祭礼、縁日その他の催

しに際し、一時的に設

けるもの 

そ の 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

日 

９

その他のもの そ の 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

月 

８７

アーチ １基につき１月 ８７０

令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平方

メートルにつき１

年 

８５０

令第７条第３号に掲げる施設 Ａに０．０３１を乗じて

得た額 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料 

占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

月 

８７

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同

条第７号に掲げる施設 

８５

令第７条第

８号に掲げ

る施設 

トンネルの上又は高架の道路の

路面下（当該路面下の地下を除

く。）に設けるもの 

占 用 面 積 １ 平 方

メートルにつき１

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａに０．０１４を乗じて

得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０１７を乗じて

得た額 

地下（ト

ンネルの

上の地下

を除く。）

に設ける

もの 

階数が１のもの Ａに０．００４を乗じて

得た額 

階数が２のもの Ａに０．００６を乗じて

得た額 

階数が３以上のもの Ａに０．００７を乗じて

得た額 

その他のもの Ａに０．０２５を乗じて

得た額 

令第７条第

９号に掲げ

る施設 

建築物 Ａに０．０１９を乗じて

得た額 

その他のもの Ａに０．０１４を乗じて
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得た額 

令第７条第

１０号に掲

げる施設及

び自動車駐

車場 

建築物 Ａに０．０２２を乗じて

得た額 

その他のもの Ａに０．０１４を乗じて

得た額 

令第７条第

１１号に掲

げる応急仮

設建築物 

トンネルの上又は高架の道路の

路面下に設けるもの 

Ａに０．０１９を乗じて

得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０２２を乗じて

得た額 

その他のもの Ａに０．０３１を乗じて

得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０２５を乗じて

得た額 

令第７条第

１３号に掲

げる施設 

トンネルの上又は高速自動車国

道若しくは自動車専用道路（高

架のものに限る。）の路面下に

設けるもの 

Ａに０．０１９を乗じて

得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０２２を乗じて

得た額 

その他のもの Ａに０．０３１を乗じて

得た額 

令第７条第１４号に掲げる施設 Ａに０．０３１を乗じて

得た額 

 別表の備考中第８号を第９号とし、第３号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、第２号

の次に次の１号を加える。 

(３) 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電話柱に設

置する電線をいうものとする。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１３９号 

 

日光市工場等立地条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市工場等立地条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和６年（2024年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市工場等立地条例の一部を改正する条例 

 

日光市工場等立地条例(平成１９年日光市条例第２８号)の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「第１号の事業の用に供する」を削り、「これらと併せて設置する建物」

を「の事業の用に供する施設」に改め、同条第４号中「敷地面積又は建築面積」を「床面

積又は容積」に改め、同条中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号の次に次

の１号を加える。 

(５) 投下固定資産 工場等の新設をするために取得した土地、家屋及び償却資産で、

直接当該工場等の事業の用に供するものをいう。 

 第３条第１項第１号中「し、当該工場等の操業を開始した者」を「した者。」に改め、

同号に次のただし書を加える。 

ただし、当該工場等が操業を開始した場合に限る。 

 第３条第３項中「前項第２号」を「前項第１号」に改め、同項を同条第４項とし、同条

第２項中「前項各号」を「第１項各号」に改め、同項中第１号を削り、第２号を第１号と

し、第３号を第２号とし、同項第４号中「前各号」を「前２号」に改め、同号を同項第３

号とし、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、工場等の新設をした者以外の者が投下固定資産を取得した

場合において、市長が特に認める者については、交付対象者とすることができる。 

 第４条第１項中「工場等の新設により取得した土地、家屋及び償却資産」を「投下固定

資産」に改め、「固定資産税相当額」の次に「（前条第２項の規定に該当する場合であっ
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て、交付対象者が複数となる場合には、それぞれの投下固定資産に係る固定資産税相当額

の合計額）」を加える。 

 別表既存敷地への増築の項中「建築面積」を「床面積」に改める。    

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

議案第１４０号 

 

日光市地域医療整備基金条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市地域医療整備基金条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市地域医療整備基金条例の一部を改正する条例 

  

日光市地域医療整備基金条例（平成２２年日光市条例第３０号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第１号中「産科又は小児科の医療施設又は医療設備」を「周産期医療、小児医療

（小児救急医療を含む。）又は脳卒中に係る医療の体制」に改め、同条第３号中「前２号」

を「前３号」に改め、同号を同条第４号とし、同条第２号中「市内における産科又は小児

科の」を「前２号の事業の実施に必要な」に改め、同号を同条第３号とし、同条第１号の

次に次の１号を加える。 

(２) 市内における救急医療体制の整備に関する事業  

附 則 

この条例は、令和７年４月 1 日から施行する。 
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議案第１４１号 

 

日光市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管 

理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格

基準に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

                       

 日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管 

理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

 日光市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格

基準に関する条例（平成２４年日光市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

第３条各号を次のように改める。 

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）

又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学において土木工学科又はこれに

相当する課程を修めて卒業した後、３年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河

川（以下この条において「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

(２) 学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは電気

工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、４年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者に限る。） 

(３) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しく

は高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校（次号
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において「短期大学等」という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて

卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。次号におい

て同じ。）、５年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(４) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(５) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年

勅令第３６号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）において土

木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者に限る。） 

(６) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(７) １０年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５年

以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(８) 第１号又は第２号に規定する卒業をした者であって、学校教育法に基づく大学院

の研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又

は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第１

号に規定する卒業をした者にあっては２年以上、第２号に規定する卒業をした者にあ

っては３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（第１号に

規定する卒業をした者にあっては１年以上、第２号に規定する卒業をした者にあって

は１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(９) 外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に相当する課程を、

それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、そ

れぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(１０) 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による第２次試験の
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うち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択したも

のに限る。）であって、１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの（６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(１１) 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３４条第１項及び第２項の規

定による土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道等

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（１年６月以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

第４条各号を次のように改める。 

(１) 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しくは土木

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者について

は３年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期

課程にあっては、修了した者）については５年以上、同条第５号に規定する学校を卒

業した者については７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(２) 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において工学、理学、農学、医学

若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれら

に相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期

課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者については

４年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課

程にあっては、修了した者）については６年以上、同条第５号に規定する学校を卒業

した者については８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(３) １０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(４) 前条第１号、第３号及び第５号に規定する学校において、工学、理学、農学、医

学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業した

（当該課程を修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期課程（以下この号において

「専門職大学前期課程」という。）を修了した場合を含む。）後、同条第１号に規定

する学校の卒業者については５年以上、同条第３号に規定する学校の卒業者（専門職

大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。）については７年以上、同条第５

号に規定する学校の卒業者については９年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者 
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(５) 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又は前号に規定する

課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同

等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(６) 水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）第１４条第３号の規定による国

土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修

了した者 

(７) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した者

（選択科目として上下水道及び工業用水道を選択した者に限る。）であって、１年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(８) 建設業法施行令第３４条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級

の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

   附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１４２号 

 

日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例及び日光市      

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を 

改正する条例の制定について 

 

日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例及び日光市指定介護

予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

するものとする。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例及び日光市      

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を 

改正する条例 

  

（日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 日光市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例（平成２６年日

光市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「の員数」を「及びその員数（地域包括支援センター運営協議会（施

行規則第１４０条の６６第１号イに規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。

以下同じ。）が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して

必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延

時間数を当該地域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除するこ

とにより、当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法
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をいう。）によることができる。次項において同じ。）」に改め、同項第３号を次のように

改める。 

(３) 主任介護支援専門員（施行規則第１４０条の６６第１号イ(３)に規定する主任

介護支援専門員をいう。）その他これに準ずる者 １人 

第３条第２項中「前項」を「第１項」に、「地域包括支援センター運営協議会が地理的

条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置するこ

とが必要であると認めた場合は、一の」を「次の各号のいずれかに掲げる場合には、」に、

「の員数」を「及びその員数」に改め、同項に次の各号を加える。 

(１) 第１項の基準によっては地域包括支援センターの効率的な運営に支障があると

地域包括支援センター運営協議会において認められた場合 

(２) 市の人口規模にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏

域に一の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センタ

ー運営協議会において認められた場合 

第３条第２項の表担当する区域における第１号被保険者の数の項中「置くべき職員の

員数」を「地域包括支援センターに置くべき職員及びその員数」に改め、同表おおむね

１，０００人未満の項中「前項各号」を「第１項各号」に改め、同表おおむね１，００

０人以上２，０００人未満の項中「前項各号」を「第１項各号」に、「専ら」を「、専ら」

に改め、同表おおむね２，０００人以上３，０００人未満の項中「前項第１号」を「第

１項第１号」に、「前項第２号」を「同項第２号」に改め、同条中第２項を第３項とし、

第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援センタ

ーの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する

区域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね３，０

００人以上６，０００人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の

地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支援センタ

ーがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合において、当該区域内の一の

地域包括支援センターに置くべき常勤の職員及びその員数は、同項各号に掲げる者の

うちから２人とする。 

第４条第１項中「被保険者」を「介護保険の各被保険者」に改める。 

（日光市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介
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護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第２条 日光市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２６年日光

市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１号中「第１４０条の６６第１号ロ(２)」を「第１４０条の６６第１号イ」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

議案第１４３号 

 

日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する 

条例の制定について 

 

日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を

次のとおり制定するものとする。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する 

条例 

  

日光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年日光市条例第

４０号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の２の項中「地方税関係情報」の次に「、医療保険各法（健康保険法（大正１

１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、私立学校職員共済法（昭和

２８年法律第２４５号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２

号）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）をいう。）による被

保険者の資格情報（以下「医療保険資格情報」という。）」を加え、「進学準備給付金」を「進

学・就職準備給付金」に改める。 

別表第２の５の項及び６の項中「地方税関係情報」の次に「、医療保険資格情報」を加

える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第１４４号 

 

日光市繁殖牛集中管理センター条例の一部を改正する条例の制定について 

 

日光市繁殖牛集中管理センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものと

する。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

 

日光市繁殖牛集中管理センター条例の一部を改正する条例 

 

日光市繁殖牛集中管理センター条例（平成２８年日光市条例第４１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条及び第５条を削り、第６条を第４条とする。 

第７条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第５条とする。 

第８条第３号中「農業災害補償法」を「農業保険法」に改め、同条を第６条とする。 

第９条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第７条とする。 

第１０条の見出しを「（使用料）」に改め、同条第１項中「第７条」を「第５条」に、

「利用料金を納入」を「使用料を納付」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 使用料の額は、繁殖牛１頭（当該繁殖牛から産まれた子牛を含む。）につき日額８０

０円とする。 

第１０条第３項を削り、同条を第８条とする。 

第１１条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第９条とし、第１２条を第１０条

とする。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



議案第１４５号 

 

 日光市今市文化会館の指定管理者の指定期間の変更について 

 

 次のとおり指定管理者の指定期間を変更するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

１ 施設の名称 

  日光市今市文化会館 

 

２ 指定管理者 

  日光市瀬尾１６４０番地２２ 

  一般財団法人日光市公共施設振興公社 

  代表理事 齋藤 信義 

 

３ 指定期間 

変更前 変更後 

令和４年４月１日から 

 

令和７年３月３１日まで 

令和４年４月１日から 

 

令和８年３月３１日まで 

 

 



議案第１４６号 

 

日光市民活動支援センターの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市民活動支援セ

ンター 

特定非営利活動法人

おおきな木 

代表理事  

峯岸 和光  

日光市板橋３１５６

番地４ 

令和７年４月１日 

から 

令和１２年３月３１日 

まで 

 



議案第１４７号 

 

日光市立奥日光診療所及び日光市立小来川診療所の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市立奥日光診療所

日光市立小来川診療所 

公益社団法人地域

医療振興協会 

理事長  

吉新 通康 

東京都千代田区平河

町二丁目６番３号 

令和７年４月１日 

から 

令和１０年３月３１日 

まで 

 



議案第１４８号 

 

日光市西川運動場の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市西川運動場 

株式会社湯の郷、湯

西川温泉旅館組合事

業共同体 

代表者 

株式会社湯の郷 

代表取締役 

赤羽 丒一 

日光市西川４８１番

地 

令和７年４月１日 

から 

令和１２年３月３１日 

まで 

 



＾議案第１４９号 

 

日光市営浴場「川治温泉薬師の湯」及び日光市川治温泉薬師の湯キャンプ場 

の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市営浴場「川治

温泉薬師の湯」 

日光市川治温泉薬師

の湯キャンプ場 

一般社団法人川治薬

師の湯管理協会 

代表理事 関本 昭 

日光市川治温泉川治

２２７番地 

令和７年４月１日 

から 

令和１２年３月３１日 

まで 

 



議案第１５０号 

 

日光市湯の郷湯西川観光センターの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市湯の郷湯西川

観光センター 

株式会社湯の郷 

代表取締役 

赤羽 丒一 

日光市西川４８１番

地 

令和７年４月１日 

から 

令和１０年３月３１日 

まで 

 



議案第１５１号 

 

 日光市足尾環境学習センターの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一   

  

施設の名称 
指定管理者 

指 定 期 間 
団体の名称 所在地 

日光市足尾環境学習

センター 

特定非営利活動法人 

足尾に緑を育てる会 

会長 齊藤 正三 

日光市足尾町松原２

番９号 

令和７年４月１日 

から 

令和１２年３月３１日 

まで 

 



議案第１５２号 

 

日光市休養施設国民宿舎「かじか荘」及び日光市銀山平公園の指定管理者 

の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                          日光市長 粉 川 昭 一 

  

施設の名称 
指定管理者 指 定 期 間 

団体の名称 所在地  

日光市休養施設国民

宿舎「かじか荘」 

日光市銀山平公園 

株式会社女将塾 
代表取締役 
三宅 大功 

東京都豊島区南池袋 
三丁目１８番３６号 

令和７年４月１日 

から 

令和１７年３月３１日 

まで 

 



議案第１５３号 

 

工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第５号の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

１ 工 事 名   日光市クリーンセンター長寿命化工事 

２ 工 事 場 所   日光市千本木地内 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

４ 請負契約金額   ２０４，９３０，０００円 

５ 契約の相手方   福岡県福岡市南区向野一丁目２２番１１号 

           株式会社川崎技研 

           代表取締役社長 田中 秀任 



議案第１５４号 

 

財産の無償譲渡について 

 

次の財産を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第６号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

１ 財   産 

建 物 

    所 在   日光市足尾町赤倉１２６３番地３、１２６３番地２ 

    名 称   旧赤倉集会所（木造平家建） 

    面 積   ８９．４３㎡ 

 

２ 相 手 方   日光市足尾町中才１０番１号 

古河機械金属株式会社足尾事業所 

所長 柏原 弘行 



1 

議案第１５５号 

 

市道路線の廃止について 

 

 次のとおり市道路線を廃止することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第１０条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

路 線 名      起 点      終 点      備 考    

明神上組２号線 
日光市明神字堀ノ内 

１３１７番３先 

日光市明神字地境 

８１２番１先 
 

 



2 

明神上組２号線 

 
 

 
 

廃止路線図 

明神上組２号線 



1 

議案第１５６号 

 

市道路線の変更について 

 

 次のとおり市道路線を変更することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第１０条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                         日光市長 粉 川 昭 一   

 

変更

前後

の別 
路 線 名 起 点      終 点      路線番号 

前 

明神中居線 

日光市明神字中居 

７９４番先 

日光市明神字橋場 

８２６番２先 

今 54215 

後 
日光市明神字中居 

７９４番先 

日光市明神字中居 

７７８番２先 



2 

明神中居線 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

変更前路線図 

変更後路線図 

明神中居線 

明神中居線 



1 

議案第１５７号 

 

市道路線の変更について 

 

 次のとおり市道路線を変更することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第１０条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

                         日光市長 粉 川 昭 一   

 

変更

前後

の別 
路 線 名 起 点      終 点      路線番号 

前 

間畑～宮ノ下線 

日光市沢又字間畑 

６８４番１先 

日光市沢又字関場 

７５５番先 

今 57114 

後 
日光市沢又字間畑 

６８４番１先 

日光市沢又字間畑 

８８６番先 



2 

間畑～宮ノ下線 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

変更前路線図 

変更後路線図 

間畑～宮ノ下線 

間畑～宮ノ下線 



1 

議案第１５８号 

 

市道路線の認定について 

 

 次のとおり市道路線を認定することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

路 線 名      起 点      終 点      備 考    

明神中居２号線 
日光市明神 

２６４０番先 

日光市明神字中居 

７８４番１先 
 

 



2 

明神中居２号線 

 
 
 

 
 

認定路線図 

明神中居２号線 



1 

議案第１５９号 

 

市道路線の認定について 

 

 次のとおり市道路線を認定することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

路 線 名      起 点      終 点      備 考    

根室５号線 
日光市根室字吉場 

４４５番４先 

日光市根室字篠林 

４３０番１先 
 

 



2 

根室５号線 

 
 
 

 
 

認定路線図 

根室５号線 



1 

議案第１６０号 

 

市道路線の認定について 

 

 次のとおり市道路線を認定することについては、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

路 線 名      起 点      終 点      備 考    

沢又～矢野口線 
日光市沢又字関場 

２３９番４先 

日光市矢野口字上ノ原 

９２７番先 
 

 



2 

沢又～矢野口線 

 
 
 

 

認定路線図 
主
要
地
方
道
 
今
市
・
氏
家
線
 

沢
又
～
矢
野
口
線
 



議案第１６１号 

 

令和６年度（2024 年度）日光市一般会計補正予算（第４号）について 

 

 令和６年度（2024 年度）日光市一般会計予算については、別冊のとおり補正するものと

する。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

        日光市長  粉 川 昭 一   

 

 



議案第１６２号 

 

令和６年度（2024 年度）日光市水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

令和６年度（2024 年度）日光市水道事業会計予算については、別冊のとおり補正するも

のとする。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第１６３号 

 

令和６年度（2024 年度）日光市下水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

令和６年度（2024 年度）日光市下水道事業会計予算については、別冊のとおり補正する

ものとする。 

 

  令和６年（2024 年）１１月２８日 提 出 

 

日光市長 粉 川 昭 一   


